
 

 

 

 

 

 

 

年金記録訂正請求に係る答申について 
東海北陸地方年金記録訂正審議会 

令和３年３月１５日答申分 

 

 

  ○答申の概要 

    （１）年金記録の訂正の必要があるとするもの      ２件 

         国 民 年 金 関 係         ０件 

         厚生年金保険関係         ２件 

    （２）年金記録の訂正を不要としたもの           ２件 

         国 民 年 金 関 係         ０件 

         厚生年金保険関係         ２件 



 

厚生局受付番号 ： 東海北陸（受）第 2000205 号 

厚生局事案番号 ： 東海北陸（厚）第 2000084 号 

 

第１ 結論 

 請求者のＡ社（現在は、Ｂ社）における平成４年７月１日から同年 10 月１日

までの期間の標準報酬月額を訂正することが必要である。平成４年７月から同年

９月までの標準報酬月額については、15 万円から 16 万円とする。 

平成４年７月から同年９月までの訂正後の標準報酬月額については、厚生年金

保険の保険給付及び保険料の納付の特例等に関する法律（以下「厚生年金特例法」

という。）第１条第５項の規定により、保険給付の計算の基礎となる標準報酬月

額として記録することが必要である。 

事業主は、請求者に係る平成４年７月から同年９月までの訂正後の標準報酬月

額に基づく厚生年金保険料（訂正前の標準報酬月額に基づく厚生年金保険料を除

く。）を納付する義務を履行していないと認められる。 

 請求者のＡ社における昭和 62 年 10 月５日から平成 11 年 10 月１日までの期間

の標準報酬月額を訂正することが必要である。標準報酬月額については、昭和 62

年 10 月から昭和 63 年９月までは 13 万 4,000 円から 22 万円、昭和 63 年 10 月か

ら平成元年９月までは 13 万 4,000 円から 24 万円、平成元年 10 月から平成２年

９月までは 14 万 2,000 円から 26 万円、平成２年 10 月から平成３年９月までは

14 万 2,000 円から 28 万円、平成３年 10 月から平成４年６月までは 15 万円から

28 万円、平成４年７月から平成５年９月までは 16 万円から 32 万円、平成５年

10 月から平成６年９月までは 20 万円から 34 万円、平成６年 10 月から平成７年

９月までは 28 万円から 34 万円、平成７年 10 月から平成８年３月までは 28 万円

から 36 万円、平成８年４月から同年９月までは 32 万円から 36 万円、平成８年

10 月から平成 10 年３月までは 32 万円から 38 万円、平成 10 年４月から平成 11

年９月までは 36 万円から 38 万円とする。 

昭和 62 年 10 月から平成 11 年９月までの訂正後の標準報酬月額（訂正前の標

準報酬月額を除く。また、平成４年７月から同年９月までの期間については、厚

生年金特例法による訂正後の標準報酬月額を除く。）については、厚生年金保険

法第 75 条本文の規定により、保険給付の計算の基礎とならない標準報酬月額と

して記録することが必要である。 

 その余の請求期間については、厚生年金保険被保険者記録の訂正を認めること

はできない。 

 

第２ 請求の要旨等 

  １ 請求者の氏名等 

    氏 名 ： 男 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 29 年生 



    住 所 ：  

 

  ２ 請求内容の要旨 

    請 求 期 間 ： 昭和 62 年 10 月５日から平成 20 年１月 21 日まで 

請求期間について、Ａ社における厚生年金保険の標準報酬月額が実際の給与

額と相違しているので、記録を訂正してほしい。 

    

第３ 判断の理由 

 オンライン記録によると、請求期間のうち、平成４年７月１日から同年 10 月

１日までの期間について、請求者のＡ社における標準報酬月額は 15 万円と記録

されているところ、請求者から提出された昭和 62 年 10 月分から平成 20 年１月

分までの給料支払明細書、給与所得の源泉徴収票及び市民税県民税特別徴収税額

の納税者への通知書（以下、併せて「給料支払明細書等」という。）により、請

求者は、標準報酬月額（32 万円）に相当する給与の支払を受け、標準報酬月額（16

万円）に見合う厚生年金保険料を事業主により控除されていたことが認められる。 

ただし、厚生年金特例法に基づき標準報酬月額を決定し、これに基づき記録の

訂正及び保険給付が行われるのは、事業主が源泉控除していたと認められる厚生

年金保険料額又は請求者の報酬月額のそれぞれに見合う標準報酬月額の範囲内

であることから、これらの標準報酬月額のいずれか低い方の額を認定することと

なる。 

したがって、請求者の平成４年７月から同年９月までの標準報酬月額について

は、上述の給料支払明細書等により確認できる厚生年金保険料控除額から 16 万

円とすることが必要である。 

なお、事業主が請求者に係る厚生年金保険料を納付する義務を履行したか否か

については、事業主は平成４年７月から同年９月までの期間について、請求者の

請求内容どおりの報酬月額に係る届出を社会保険事務所（当時）に対し提出した

か否か、また厚生年金保険料を納付したか否かは不明である旨回答しているもの

の、上述の給料支払明細書等において確認できる報酬月額又は厚生年金保険料控

除額に見合う標準報酬月額と社会保険事務所で記録されている標準報酬月額が

長期間にわたり一致していないことから、事業主は、当該給料支払明細書等にお

いて確認できる報酬月額又は厚生年金保険料控除額に見合う報酬月額を届け出

ておらず、その結果、社会保険事務所は、請求者の平成４年７月１日から同年 10

月１日までの期間に係る厚生年金保険料について納入の告知を行っておらず、事

業主は、当該期間に係る厚生年金保険料（訂正前の標準報酬月額に基づく厚生年

金保険料を除く。）を納付する義務を履行していないと認められる。 

一方、請求期間のうち、昭和 62 年 10 月５日から平成４年７月１日までの期間

及び平成４年 10 月１日から平成 20 年 1 月 21 日までの期間について、オンライ

ン記録によると、請求者の標準報酬月額は、昭和 62 年 10 月から平成元年９月ま

では 13 万 4,000 円、平成元年 10 月から平成３年９月までは 14 万 2,000 円、平

成３年 10 月から平成４年６月までは 15 万円、平成４年 10 月から平成５年９月



までは 16 万円、平成５年 10 月から平成６年９月までは 20 万円、平成６年 10 月

から平成８年３月までは 28 万円、平成８年４月から平成 10 年３月までは 32 万

円、平成 10 年４月から平成 11 年９月までは 36 万円、平成 11 年 10 月から平成

15 年８月までは 38 万円、平成 15 年９月から平成 19 年 12 月までは 34 万円と記

録されているところ、上述の給料支払明細書等によると、平成 11 年 10 月１日か

ら平成 20 年１月 21 日までの期間に係る報酬月額に相当する標準報酬月額（平成

11 年 10 月から平成 15 年６月までは 38 万円、平成 15 年７月から平成 19 年 12 月

までは 34 万円）は、オンライン記録の標準報酬月額及び事業主により給与から

控除されていた厚生年金保険料に見合う標準報酬月額（平成 11 年 10 月から平成

15 年８月までは 38 万円､平成 15 年９月から平成 19 年 12 月までは 34 万円）と同

額又は下回っていることが確認できるため、厚生年金特例法による保険給付の対

象には当たらないため訂正は認められない。 

また、請求期間のうち、昭和 62 年 10 月５日から平成４年７月１日までの期間

及び平成４年 10 月１日から平成 11 年 10 月１日までの期間に係る報酬月額に相

当する標準報酬月額（昭和 62 年 10 月から昭和 63 年９月までは 22 万円、昭和 63

年 10 月から平成元年９月までは 24 万円、平成元年 10 月から平成２年９月まで

は 26 万円、平成２年 10 月から平成４年６月までは 28 万円、平成４年 10 月から

平成５年９月までは 32 万円、平成５年 10 月から平成７年９月までは 34 万円、

平成７年 10 月から平成８年９月までは 36 万円、平成８年 10 月から平成 11 年９

月までは 38 万円）は、オンライン記録の標準報酬月額を上回っていることが確

認できるものの、事業主により給与から控除されていた厚生年金保険料に見合う

標準報酬月額（昭和 62 年 10 月から平成元年 12 月までは 13 万 4,000 円、平成２

年１月及び同年２月は 11 万 8,000 円、平成２年３月から平成３年９月までは 13

万 4,000 円、平成３年 10 月から平成４年６月までは 15 万円、平成４年 10 月か

ら平成５年９月までは16万円、平成５年10月から平成６年10月までは20万円、

平成６年 11 月は 24 万円、平成６年 12 月から平成８年３月までは 28 万円、平成

８年４月から平成 10 年４月までは 32 万円、平成 10 年５月から平成 11 年９月ま

では 36 万円）は、オンライン記録と同額又は下回っていることが確認できるた

め、厚生年金特例法による保険給付の対象には当たらないため訂正は認められな

い。 

請求期間のうち、昭和 62 年 10 月５日から平成 11 年 10 月１日までの期間につ

いて、上述の給料支払明細書等により標準報酬月額の決定又は改定の基礎となる

期間の報酬月額に基づく標準報酬月額は、オンライン記録の標準報酬月額及び厚

生年金特例法による訂正後の標準報酬月額を超えていることが確認できる。 

したがって、当該期間に係る標準報酬月額については、昭和 62 年 10 月から昭

和 63 年９月までは 22 万円、昭和 63 年 10 月から平成元年９月までは 24 万円、

平成元年 10 月から平成２年９月までは 26 万円、平成２年 10 月から平成４年６

月までは 28 万円、平成４年７月から平成５年９月までは 32 万円、平成５年 10

月から平成７年９月までは 34 万円、平成７年 10 月から平成８年９月までは 36

万円、平成８年 10月から平成 11年９月までは 38万円とすることが必要である。 



なお、昭和 62 年 10 月から平成 11 年９月までの訂正後の標準報酬月額（訂正

前の標準報酬月額を除く。また、平成４年７月から同年９月までの期間について

は、厚生年金特例法による訂正後の標準報酬月額を除く。）については、厚生年

金保険法第 75 条本文の規定により、保険給付の計算の基礎とならない標準報酬

月額として記録することが必要である。 

 



 

厚生局受付番号 ： 東海北陸（受）第 2000208 号 

厚生局事案番号 ： 東海北陸（厚）第 2000085 号 

 

第１ 結論 

請求者のＡ社における平成 17 年７月 31 日の標準賞与額を 28 万円に訂正する

ことが必要である。 

平成 17 年７月 31 日の標準賞与額については、厚生年金保険の保険給付及び保

険料の納付の特例等に関する法律第１条第５項の規定により、保険給付の計算の

基礎となる標準賞与額として記録することが必要である。 

事業主が請求者に係る平成 17 年７月 31 日の標準賞与額に基づく厚生年金保険

料を納付する義務を履行したか否かについては、明らかでないと認められる。 

 

第２ 請求の要旨等 

１ 請求者の氏名等 

氏 名 ： 女 

基礎年金番号 ：  

生 年 月 日 ： 昭和 53 年生 

住 所 ：  

 

２ 請求内容の要旨 

請 求 期 間 ： 平成 17 年７月 

請求期間について、Ａ社から賞与が支払われ、厚生年金保険料も控除されて

いたが、賞与の記録がないため、保険給付の対象となる記録に訂正してほしい。         

 

第３ 判断の理由 

   請求者から提出された平成 17 年分給与所得の源泉徴収票及び雇用保険被保険

者離職票－２並びに同僚から提出された請求期間に係る賞与明細書、平成 16 年

分の給与明細書及び給与所得の源泉徴収票を検証し、Ａ社に係る同僚の賞与記録

から判断すると、請求者は、Ａ社から、28 万円の標準賞与額に相当する賞与の支

払を受け、当該標準賞与額に見合う厚生年金保険料を事業主により当該賞与から

控除されていたことが推認できる。 

   また、請求期間に係る賞与の支払年月日については、これを確認できる資料が

ないことから、同僚のオンライン記録と同日の平成 17 年７月 31 日とすることが

妥当である。 

なお、事業主が請求者に係る厚生年金保険料を納付する義務を履行したか否か

については、事業主からは、請求期間に係る請求者の届出や保険料納付について、

具体的な回答が得られず不明であり、これを確認できる関連資料及び周辺事情が

ないことから、明らかでないと判断せざるを得ない。 

また、政府の当該保険料を徴収する権利が時効により消滅する前に、事業主が



請求どおりの厚生年金保険被保険者の賞与額に係る届出を社会保険事務所（当時）

に対して行ったか否かについては、これを確認できる関連資料及び周辺事情はな

いことから、行ったとは認められない。 



 

 

厚生局受付番号 ： 東海北陸（受）第 2000084 号 

厚生局事案番号 ： 東海北陸（厚）第 2000083 号 

 

第１ 結論 

請求期間①について、請求者のＡ社における厚生年金保険被保険者資格の取得

年月日及び喪失年月日の訂正を認めることはできない。 

請求期間②について、請求者のＢ社（現在は、Ｃ社）における厚生年金保険被

保険者資格の取得年月日及び喪失年月日の訂正を認めることはできない。 

請求期間③について、請求者のＤ事業所（現在は、Ｅ社）における厚生年金保

険被保険者資格の取得年月日及び喪失年月日の訂正を認めることはできない。 

請求期間④について、請求者のＦ社（現在は、Ｇ社）における厚生年金保険被

保険者資格の取得年月日及び喪失年月日の訂正を認めることはできない。 

請求期間⑤について、請求者のＨ社における厚生年金保険被保険者資格の取得

年月日の訂正を認めることはできない。 

請求期間⑥について、請求者のＩ事業所における厚生年金保険被保険者資格の

取得年月日及び喪失年月日の訂正を認めることはできない。 

請求期間⑦について、請求者のＪ社における厚生年金保険被保険者資格の取得

年月日及び喪失年月日の訂正を認めることはできない。 

請求期間⑧について、請求者のＫ社における厚生年金保険被保険者資格の取得

年月日及び喪失年月日の訂正を認めることはできない。 

 

第２ 請求の要旨等 

１ 請求者の氏名等 

   氏    名 ： 女 

   基礎年金番号 ：  

   生 年 月 日 ： 昭和 21 年生 

   住    所 ：  

 

２ 請求内容の要旨 

   請 求 期 間 ： ① 昭和 51 年夏前から同年９月頃まで 

② 昭和 51 年６月 26 日頃から同年７月 16 日頃まで 

③ 昭和 51 年冬頃 

④ 昭和 54 年春頃 

⑤ 昭和 59 年３月頃から昭和 60 年２月５日まで 

⑥ 昭和 60 年４月 18 日頃から同年４月 30 日まで 

⑦ 昭和 61 年８月から同年 10 月まで 

⑧ 昭和 62 年頃から昭和 63 年頃まで 

請求期間①のうちの１か月ほどはＡ社、請求期間②の１か月はＢ社、請求期

間③のうちの１か月ほどはＤ事業所、請求期間④のうちの２、３か月ほどはＦ



 

 

社、請求期間⑤のうちの 10 か月ほどはＨ社、請求期間⑥の１か月はＩ事業所、

請求期間⑦の３か月はＪ社、請求期間⑧のうちの１か月ほどはＫ社において勤

務した。 

しかし、いずれの期間も厚生年金保険被保険者記録がないので、記録を訂正

してほしい。 

 

第３ 判断の理由 

１ 請求期間①について、請求者は、Ａ社の事務所がＬ駅の近くのＭ市Ｎ町あた

りのビルにあり、事務所から離れた所にあった同社の工場において、当該期間

のうちの１か月ほど勤務していた旨主張し、訂正請求しているところ、商業登

記簿謄本によると、当該期間に同市Ｎ町に隣接する同市Ｏ町を所在地とするＡ

社が確認できる上、同社の元取締役は、工場が同市Ｐ町にあった旨回答してお

り、請求者の記憶とおおむね一致する。 

しかしながら、Ａ社は、オンライン記録によると、請求期間①当時に厚生年

金保険の適用事業所であったものの、昭和 61 年３月に適用事業所ではなくな

っており、商業登記簿謄本によると、昭和 62 年５月に破産終結していることが

確認できるところ、同社の元取締役は、元事業主が既に死亡しており、資料も

ないことから、請求者に係る勤務について不明である旨回答している。 

また、請求者に係る雇用保険の記録によると、Ａ社に係る被保険者記録は確

認できない上、請求者は、同僚への照会を希望していないことから、請求期間

①に係る勤務について確認することができない。 

さらに、請求期間①に係るＡ社の厚生年金保険被保険者原票によると、健康

保険番号は連番となっており、請求者の氏名はない。 

加えて、上述のＡ社の元取締役は、資料がないことから、請求者の請求期間

①に係る厚生年金保険料の控除について不明と回答している上、請求者は、当

該期間に係る厚生年金保険料を給与から控除されていたことを確認できる給与

明細書等の資料を保管していない旨回答している。 

２ 請求期間②について、請求者は、Ｍ市Ｑ町のあたりにあったＢ社において勤

務した旨主張し、訂正請求しているところ、商業登記簿謄本によると、当該期

間に同市Ｑ町を所在地とするＢ社が確認できる上、オンライン記録によると、

同社が厚生年金保険の適用事業所であったことが確認できる。 

しかしながら、商業登記簿謄本によると、Ｂ社は、平成 22 年４月に商号変更

により、Ｃ社となっているところ、同社は、請求者の勤務について、不明と回

答している。 

また、請求者に係る雇用保険の記録によると、Ｂ社に係る被保険者記録は確

認できない上、請求者は、同僚への照会を希望していないことから、請求期間

②に係る勤務について確認することができない。 

さらに、請求期間②に係るＢ社の厚生年金保険被保険者原票によると、健康

保険番号は連番となっており、請求者の氏名はない。 

加えて、Ｃ社は、請求者の請求期間②に係る厚生年金保険料の控除について



 

 

不明と回答している上、請求者は、当該期間に係る厚生年金保険料を給与から

控除されていたことを確認できる給与明細書等の資料を保管していない旨回答

している。 

３ 請求期間③について、請求者は、Ｍ市Ｒ町＊を所在地とするＤ事業所におい

て当該期間のうちの１か月ほど勤務した旨主張し、訂正請求しているところ、

商業登記簿謄本によると、当該期間にＭ市Ｓ町＊を所在地とするＥ社が確認で

きる上、オンライン記録によると、当該期間にＤ事業所（昭和 55 年８月１日以

降は、Ｅ社）として厚生年金保険の適用事業所であったことが確認できる。 

しかしながら、Ｅ社は、請求者の勤務について、不明と回答している上、請

求者に係る雇用保険記録によると、請求期間③に被保険者記録は確認できず、

請求者は、同僚への照会を希望していないことから、請求期間③に係る勤務に

ついて確認することができない。 

また、請求期間③に係るＤ事業所の厚生年金保険被保険者原票によると、健

康保険番号は連番となっており、請求者の氏名はない。 

さらに、Ｅ社は、請求者の請求期間③に係る厚生年金保険料の控除について

不明と回答している上、請求者は、当該期間に係る厚生年金保険料を給与から

控除されていたことを確認できる給与明細書等の資料を保管していない旨回答

している。 

なお、請求者に係る雇用保険の記録によると、請求期間③とは異なる期間（昭

和 50 年１月６日資格取得、昭和 50 年１月 31 日離職）におけるＤ事業所の被

保険者記録が確認できるものの、当該雇用保険の被保険者期間について、同事

業所の厚生年金保険被保険者原票の健康保険番号は連番となっており、請求者

の氏名はない上、Ｅ社の社会保険事務担当者は、請求者の勤務及び厚生年金保

険料の控除について確認できる資料がない旨陳述している。 

４ 請求期間④について、請求者は、Ｆ社（所在地は、Ｔ市Ｕ町＊）において、

当該期間のうちの２、３か月ほど勤務した旨主張し、訂正請求しているところ、

商業登記簿謄本によると、請求期間④の後の平成 15 年 10 月に請求者の主張す

る所在地に移転しているＦ社が確認できる上、オンライン記録によると、当該

期間に同社が厚生年金保険の適用事業所であったことが確認できる。 

しかしながら、請求者の主張するＦ社は、商業登記簿謄本によると、平成 26

年２月にＧ社に合併し、解散しているところ、同社は、請求者の勤務について、

資料がないため不明である旨回答している。 

また、請求者に係る雇用保険の記録によると、Ｆ社に係る被保険者記録は確

認できない上、請求者は、同僚への照会を希望していないことから、請求期間

④に係る勤務について確認することができない。 

さらに、請求期間④に係るＦ社の事業所別被保険者名簿によると、健康保険

番号は連番となっており、請求者の氏名はない。 

加えて、Ｇ社は、請求者の請求期間④に係る厚生年金保険料の控除について

不明と回答している上、請求者は、当該期間に係る厚生年金保険料を給与から

控除されていたことを確認できる給与明細書等の資料を保管していない旨回答



 

 

している。 

５ 請求期間⑤について、オンライン記録によると、請求者に係るＨ社の厚生年

金保険被保険者資格の取得年月日が昭和 60 年２月５日となっているところ、

請求者は、請求期間⑤に勤務していたことから、被保険者資格の取得年月日が

誤っている旨主張し、訂正請求している。 

しかしながら、Ｈ社は、オンライン記録によると、平成７年８月に厚生年金

保険の適用事業所ではなくなっているところ、商業登記簿謄本によると、平成

８年６月に解散していることが確認できる上、同社の元事業主に対して、請求

者の勤務について照会したものの、回答を得ることができない。 

また、請求者に係る雇用保険の記録によると、Ｈ社に係る被保険者記録は確

認できない上、請求者は、同僚への照会を希望していないことから、請求期間

⑤に係る勤務について確認することができない。 

さらに、Ｈ社の事業所別被保険者名簿によると、請求者の厚生年金保険被保

険者資格の取得年月日は、昭和 60 年２月５日と記載されており、遡って訂正さ

れた形跡はなく、オンライン記録と一致している上、請求期間⑤に係る健康保

険番号は連番となっている。 

加えて、請求者の請求期間⑤に係る厚生年金保険料の控除について、Ｈ社の

元事業主からは回答が得られない上、請求者は、当該期間に係る厚生年金保険

料を給与から控除されていたことを確認できる給与明細書等の資料を保管して

いない旨回答している。 

６ 請求期間⑥について、請求者は、Ｉ事業所（所在地は、Ｖ市Ｗ町＊）におい

て勤務した旨主張し、訂正請求しているところ、オンライン記録によると、Ｉ

事業所（所在地は、Ｖ市Ｘ町＊）は、昭和 62 年５月１日に厚生年金保険の新規

適用事業所となったことが確認でき、当該期間において厚生年金保険の適用事

業所であった記録は確認できない。 

また、請求者に係る雇用保険の記録によると、Ｉ事業所に係る被保険者記録

は確認できないところ、Ｉ事業所の事業主は、所在が不明であり、請求者の勤

務について照会することができない上、請求者は、同僚への照会を希望してい

ないことから、請求期間⑥に係る勤務について確認することができない。 

さらに、オンライン記録によると、請求者は、請求期間⑥においてＨ社に係

る厚生年金保険被保険者記録（昭和 60 年２月５日資格取得、昭和 60 年４月 27

日資格喪失）及びＹ社に係る厚生年金保険被保険者記録（昭和 60 年４月 26 日

資格取得、昭和 60 年７月 21 日資格喪失）があることが確認できる。 

加えて、請求期間⑥に係る厚生年金保険料の控除について、上述のとおり、

Ｉ事業所の事業主は、連絡先が不明のため照会できない上、請求者は、当該期

間に係る厚生年金保険料を給与から控除されていたことを確認できる給与明細

書等の資料を保管していない旨回答している。 

７ 請求期間⑦について、請求者は、Ｊ社（所在地は、Ｔ市Ｚ町＊）において当

該期間のうちの３か月勤務した旨主張し、訂正請求しているところ、商業登記

簿謄本によると、現在の所在地が請求者の主張する所在地と一致するＪ社が確



 

 

認できる上、オンライン記録によると、当該期間に同社が厚生年金保険の適用

事業所であったことが確認できる。 

しかしながら、Ｊ社は、請求者の勤務について、資料がないため不明と回答

しており、請求者に係る雇用保険の記録によると、同社に係る被保険者記録は

確認できない上、請求者は、同僚への照会を希望していないことから、請求期

間⑦に係る勤務について確認することができない。 

また、オンライン記録によると、請求期間⑦に係るＪ社の厚生年金保険被保

険者記録の整理番号は、連番となっており、請求者の記録はない。 

さらに、Ｊ社は、請求者の請求期間⑦に係る厚生年金保険料の控除について、

資料がないため不明と回答している上、請求者は、当該期間に係る厚生年金保

険料を給与から控除されていたことを確認できる給与明細書等の資料を保管し

ていない旨回答している。 

８ 請求期間⑧について、請求者は、ＡＡ市のＡＢ駅あたりにあったＫ社におい

て、当該期間のうちの１か月ほど勤務した旨主張し、訂正請求しているところ、

商業登記簿謄本によると、請求者の記憶するＡＡ市を所在地とするＫ社が確認

できる上、オンライン記録によると、当該期間に同社が厚生年金保険の適用事

業所であったことが確認できる。 

しかしながら、Ｋ社は、オンライン記録によると、請求期間⑧当時は厚生年

金保険の適用事業所であったものの、平成 10 年 10 月に適用事業所ではなくな

っている上、商業登記簿謄本によると、平成 14 年 12 月に解散していることが

確認できるところ、同社の元取締役は、元事業主が既に死亡しており、資料も

ないことから、請求者に係る勤務について不明である旨回答している。 

また、請求者に係る雇用保険の記録によると、Ｋ社に係る被保険者記録は確

認できない上、請求者は、同僚への照会を希望していないことから、請求期間

⑧に係る勤務について確認することができない。 

さらに、オンライン記録によると、請求者は、請求期間⑧のうちの一部期間

にＡＣ社に係る厚生年金保険被保険者記録（昭和 63 年９月５日資格取得、昭和

63 年 12 月１日資格喪失）が確認できる。 

加えて、オンライン記録によると、請求期間⑧に係るＫ社の厚生年金保険被

保険者記録の整理番号は、連番となっており、請求者の記録はない上、当該期

間に同社が加入していたＡＤ厚生年金基金の記録を管理する企業年金連合会は、

請求者に係る当該基金の記録がない旨回答している。 

また、Ｋ社の元取締役は、請求者の請求期間⑧に係る厚生年金保険料の控除

について不明と回答している上、請求者は、当該期間に係る厚生年金保険料を

給与から控除されていたことを確認できる給与明細書等の資料を保管していな

い旨回答している。 

９ このほか、請求者の請求期間①から⑧までにおける勤務実態及び厚生年金保

険料の控除について確認できる関連資料及び周辺事情はない。 

これらの事実及びこれまでに収集した関連資料等を総合的に判断すると、請

求者が厚生年金保険被保険者として請求期間①から⑧までに係る厚生年金保険



 

 

料を事業主により給与から控除されていたことを認めることはできない。 

 



 

厚生局受付番号 ： 東海北陸（受）第 2000262 号 

厚生局事案番号 ： 東海北陸（厚）第 2000086 号 

 

第１ 結論 

請求期間について、請求者のＡ社における厚生年金保険被保険者資格の取得年

月日の訂正を認めることはできない。 

 

第２ 請求の要旨等 

１ 請求者の氏名等 

氏 名 ： 男 

基礎年金番号 ：  

生 年 月 日 ： 昭和 36 年生 

住 所 ：  

 

２ 請求内容の要旨 

請 求 期 間 ： 昭和 60 年７月 30 日から同年 12 月２日まで 

Ｂ社からＡ社に移籍した時の厚生年金保険被保険者記録がない。請求期間に

ついて、Ａ社に勤務しており、給与明細書等の資料はないが、給与から厚生年

金保険料を控除されていたと思うので、調査の上、記録を訂正してほしい。 

 

第３ 判断の理由 

請求者は、Ｂ社に勤務していたが、昭和 60 年７月にＡ社が設立されて間もな

く同社に移籍した旨の陳述をしているところ、雇用保険の記録によると、請求者

は、請求期間にＡ社に勤務していたことが認められる。 

しかしながら、オンライン記録によると、請求期間は、Ａ社が厚生年金保険の

適用事業所となった昭和 60 年 12 月２日より前の期間であり、請求者の厚生年金

保険被保険者原票において、被保険者資格の取得年月日が訂正された等の不自然

な点も見当たらない。 

また、請求者は、厚生年金保険料控除が確認できる給料明細書等の資料を保存

していない上、Ａ社は、令和２年 12 月＊日に解散しているところ、同社の事業を

継承したＣ社は、請求期間当時の事務担当者は既に退職しており、保存期限の経

過により資料も残っておらず、請求期間当時の状況は一切不明である旨の回答を

している。 

さらに、Ａ社の役員は、Ｂ社からＡ社に従業員を移籍する際にＢ社の厚生年金

保険被保険者資格喪失手続を行ったものの、Ａ社に係る厚生年金保険の新規加入

手続には時間を要するため、従業員に対して、各自で国民年金及び国民健康保険

の手続を行うように説明を行った旨の陳述をしている。 

加えて、請求期間ついて、Ａ社の雇用保険被保険者記録が確認できる同僚のオ

ンライン記録によると、複数の者が請求期間に係る国民年金保険料を現年度納付



していることが確認できる。 

また、上述の役員は、資料は保存していないものの、請求期間に係る厚生年金

保険料を従業員の給与から控除していない旨の陳述をしているところ、同僚から

提出された給料明細書によると、当該期間に係る厚生年金保険料が控除されてい

ないことが確認できることから、請求者についても同様に厚生年金保険料が控除

されていなかったものと推認できる。 

このほか、請求者の請求期間における厚生年金保険料の控除について確認でき

る関連資料及び周辺事情はない。 

これらの事実及びこれまでに収集した関連資料等を総合的に判断すると、請求

者が厚生年金保険被保険者として、請求期間に係る厚生年金保険料を事業主によ

り給与から控除されていたことを認めることはできない。 

 


